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＜調査結果のポイント＞ 
１ 高校入学から大学卒業までに必要な入在学費用は、935.3 万円と減少 （P7、14、15） 
○ 高校入学から大学卒業までに必要な入在学費用は、子供 1人当たり 935.3万円と前
回調査（975.0万円）から減少している。 

○ 自宅外通学者（1人）への年間仕送り額は平均 93.0万円となり、大学 4年間の仕送
り額は約 372万円。さらに、自宅外通学を始めるための費用は 37.5万円となってい
る。 

 
２ 世帯年収に占める在学費用の割合は低下。特に「年収 200 万円以上 400 万円未満」、
「年収 400万円以上 600万円未満」世帯の負担割合が低下 （P10） 
○ 世帯年収に占める在学費用（子供全員にかかる費用の合計）の割合は、平均 15.5％
となり、前回調査（16.1％）及び前々回調査（17.8％）より低下。 

○ 年収階層別では、「年収 600 万円以上 800 万円未満」、「年収 800 万円以上」世帯の
負担割合に変化がない一方、負担割合が高止まりしていた「年収 200 万円以上 400 万
円未満」世帯の負担割合が 35.1％（前回調査 36.6％）と低下に転じているほか、 

「年収 400万円以上 600万円未満」世帯の負担割合は 20.2％と 2年連続で低下（前回 
調査 21.7％、前々回調査 26.2％）した。 

 
３ 教育費の捻出方法は、「教育費以外の支出を削減（節約）」、「預貯金や保険などの取り
崩し」、「子供がアルバイト」、「奨学金」が上位 （P16） 
○ 教育費の捻出方法（何らかの対応をしている世帯）は、「教育費以外の支出を削っ
ている（節約）」が 30.4％と最も多く、以下「預貯金や保険などを取り崩している」
（22.8％）、「子供（在学者本人）がアルバイトをしている」（19.4％）、「奨学金を受
けている」（19.0％）と続いている。 

 
＜「国の教育ローン」とは＞ 

○ 日本政策金融公庫が取り扱う「国の教育ローン」は、「家庭の経済的負担の軽減」、
「教育の機会均等」という目的のために昭和 54 年に制度が創設されて以来、35 年以
上の取り扱い実績があり、昨年度の利用件数は 11万件に上ります。平成 29年度はお
子さま３人以上の世帯を支援するため制度拡充（世帯年収 500万円以内の方に対する
返済期間の延長、金利の低減）を行いました。 

 
［調査要領］ 

調 査 期 間 平成 29年 9月 22日～10月 2日 

調 査 対 象 25歳以上 64歳以下の男女、かつ、高校生以上の子供を持つ保護者 

調 査 方 法 インターネットによるアンケート調査 

有 効 回 答 数 4,700人（各都道府県 100人） 

※本調査は、平成 26年度から上記の調査対象及び調査方法に変更しております。そのため、平

成 25年度までの調査結果との連続性はありません。 

 

ニュースリリース 

＜お問い合わせ先＞ 

日本政策金融公庫 生活衛生業務部教育貸付グループ Tel：03-3270-1492 （担当：岡野） 

〒100-0004 東京都千代田区大手町 1-9-4 大手町フィナンシャルシティー ノースタワー 

世帯年収に占める在学費用の割合が 2年連続で低下 

～平成 29年度「教育費負担の実態調査結果」～ 



 

[参考]「国の教育ローン」（教育一般貸付（直接扱））の概要 

融資限度額 

お子さま 1人につき 350万円以内 

※外国の短大、大学、大学院に 6 ヵ月以上在籍する資金として利用する場合
は、450万円以内 

ご返済期間 

15年以内 

※交通遺児家庭、母子家庭、父子家庭、世帯年収（所得）200 万円（122 万円）以内の
方または子ども３人以上（注）の世帯かつ世帯年収（所得）500 万円（346 万円）以内
の方は 18年以内 

 （注）お申込みいただく方の世帯で扶養しているお子さまの人数をいいます。年齢、就
学の有無を問いません。 

金利 

（平成 30年 2月

14日現在） 

年 1.76％   固定金利  

※母子家庭、父子家庭、世帯年収（所得）200万円（122万円）以内の方または
子ども３人以上（注）の世帯かつ世帯年収（所得）500 万円（346 万円）以内
の方は年 1.36％ 

 （注）お申込みいただく方の世帯で扶養しているお子さまの人数をいいます。

年齢、就学の有無を問いません。 
※金利は金融情勢により変動します。 

お使いみち 

学校納付金（入学金、授業料、施設設備費など）、受験にかかった費用（受験
料、交通費など）、住居にかかる費用（敷金・家賃など）、教科書代、パソコン
代、通学費用、学生の国民年金保険料など 

対象となる方 

融資対象となる学校に入学・在学される方の保護者で、世帯年収（所得）が次に
該当する方 

お子さまの人数 1人 2人 3人 4人以上 

世帯年収（所
得）の上限額 

790万円 

（590万円） 

890万円 

（680万円） 
990万円 

（770万円） 

コールセンタ
ーにお問い合
わせください。 

一定の要件に該当すれば、
990 万円（770万円）まで緩和
されます 

問い合わせ先 
教育ローンコールセンター（0570－008656（ナビダイヤル）、03－5321－8656）
または最寄の支店（国民生活事業）で承っています。 

 








































